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基本目標１　

　　『 安全・安心に暮らせるまち』

令 和 6 年 度

み や き 町 主 要 事 項 一 覧
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

0

安全安心まちづくり町民会議
事業委託料

町民が安全で安心に暮らすこと
ができるよう、町内のパトロール
等を行うものである。

16,998 0

財 源 内 訳
区 分 事 業 内 容

全　体
事業費

目 的

地 方 債 そ の 他 一般財源県

0 0 16,998

0 16,99816,998

事 業 内 容

0 0

主 要 事 項

総 務 部

　地域における犯罪、事故及び災害による被害を未然に防止し、町民が安全で安心に暮らすことができるまちづくりを推進するこ
とを目的とする。

当　初
予算額防犯対策事業

（ 単 位 ： 千 円 ）
消防防災・国土調査 担当

財 源 内 訳
細 事 項 名 国

防 災 安 全 課

事 項 名 防犯対策事業
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

〇交通安全施設設置工事
〇区画線等路面標示調査分
〇カラー舗装通学路安全対策事業分

　計  12,500,000円

そ の 他 一般財源

交通安全施設設置事業

　各区の要望に基づき、路面標
示及びカーブミラー等の交通安
全施設の設置とともに、通学路
の安全対策を行う。

12,500 0 0 12,500 0

目 的 　道路における危険を未然に防止し、安全安心のまちづくり推進による交通安全対策を図るため、また通学路の安全対
策を図るため、カラー舗装・路面標示、カーブミラー、ガードレール等の交通安全施設を、地区の要望に応じて整備す
る。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

地 方 債 そ の 他（※） 一般財源

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　12,500

12,500 0 0 0 12,500 0

消防防災・国土調査 担当

事 項 名 交通安全対策事業 当　初
予算額

財 源 内 訳

（ 単 位 ： 千 円 ）

細 事 項 名 交通安全対策事業費 国 県

主 要 事 項

総 務 部
防 災 安 全 課
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

【鳥栖三養基地区消防事務組合負担金】
　384,077千円

【佐賀県防災航空隊負担金】
　2,625千円

そ の 他 一般財源

常備消防費負担金

〇鳥栖三養基地区消防事務組
合負担金

〇佐賀県防災航空隊負担金

386,702 0 0 0 386,702

目 的 　鳥栖三養基地区消防事務組合への負担金及び佐賀県防災航空隊への負担金

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

地 方 債 そ の 他 一般財源
386,702 0 0 0 0 386,702

消防防災・国土調査 担当

事 項 名 常備消防費 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 常備消防費 国 県

主 要 事 項

総 務 部
防 災 安 全 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

（ 単 位 ： 千 円 ）

細 事 項 名 非常備消防費 国 県

主 要 事 項

総 務 部
防 災 安 全 課

0 20,300 12,667 43,499

消防防災・国土調査 担当

事 項 名 非常備消防費 当　初
予算額

財 源 内 訳

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

地 方 債 そ の 他(※） 一般財源

(※）その他内訳
　消防団員福祉共済事務費　27
　消防団員永年勤続者退職報償金　12,640

76,466 0

0 20,300 12,667 43,499

目 的 みやき町消防団に要する経費

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

・非常勤特別職報酬　： 17,070千円
・退職報奨金　：　12,640千円
・訓練奨励費　： 5,730千円
・旅費（費用弁償含む）　： 609千円
・需用費（消耗品・修繕）　：　5,024千円（消防ホース・消防服購入費等）
・役務費　：　350千円（車検手数料等）
・備品購入費　：　20,476千円（消防積載車2台更新費）
・負担金　：　14,286千円（消防団退職報奨金負担金等）
・公課費　：　281千円
　　　計 76,466千円

（取得後20年を超える消防車両の更新）
○10,237,750円/台　2台分計上（北茂安分団第3部、第6部）

そ の 他 一般財源

非常備消防費 みやき町消防団に要する経費 76,466

5



部 名
課 名
担 当

１．

２．

〇消火栓本体改修工事：1,000千円×10箇所＝10,000千円
〇消火栓改良工事：850千円×3基＝2,550千円

　老朽化した消火栓の改修を年次計画で行う。

消火栓工事費負担金
　老朽化消火栓改修の工事負
担金

12,550 0

そ の 他 一般財源

0 12,550

目 的

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳

0

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債

一般財源
12,550 0 0 0 12,550 0

課

財 源 内 訳
細 事 項 名 消火栓工事費負担金 国 県 地 方 債 そ の 他(※）

（ 単 位 ： 千 円 ）
消防防災・国土調査 担当

(※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　12,550

主 要 事 項

総 務 部

事 項 名 消防施設整備事業 当　初
予算額

防 災 安 全
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

・非常勤特別職報酬　： 648千円
・旅費　：　16千円
・需用費（消耗品・食糧費・光熱水費・修繕）　：　4,117千円
・役務費　：　1,767千円（防災行政無線関連通信費、災害対策費用保険料等）
・委託料　：　5,877千円（防災行政無線保守点検委託料等）
・使用料及び賃借料　：　324千円（防災ネット「あんあん」システム利用料）
・原材料費　：　150千円（水防資材）
・備品購入費　：　2,731千円（避難所対応備品購入費）
・負担金補助及び交付金　：　9,080千円（みやき町災害復旧事業費補助金等）
　　　計 24,710千円

そ の 他 一般財源

防災費
水防及び自然災害、その他防災
に要する経費

24,710 57 0 0 24,653

目 的 水防及び自然災害、その他防災に要する経費

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

24,710 0 57 0 0 24,653
防災費 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

消防防災・国土調査 担当

事 項 名 防災費 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名

主 要 事 項

総 務 部
防 災 安 全 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
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基本目標２

　　『 楽しい子育て・あふれる人財のまち』

令 和 6 年 度

み や き 町 主 要 事 項 一 覧
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

障害児保育対策事業

地域子育て支援拠点
事業

子ども・子育て支援事業

子 育 て 福 祉
民 生

課
子 育 て 支 援 担当

細 事 項 名
事 項 名 児童福祉事業

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容

主　　要　事　項

3,648

補 助 率

目 的 　新制度へ移行した町内保育所、認定こども園、小規模保育事業所及び幼稚園等において、子ども・子育て支援事
業を充実させるため、通常の一般教育・保育の給付費負担金の他に、特別な保育を行っている事業の取り組みに対
しての補助を行う。

県

(※）その他内訳
　こども未来基金繰入金　9,396

延長保育促進事業
保育所等の通常開設時間を延長して
保育を行う。

1,406

一時預かり事業
家庭において保育を行うことが一時的
に困難な場合に、臨時に児童を預か
り、必要な保育を行う。

10,940

病児病後児保育事業

事業実施保育所に通所しており、保育中に体調
不良となった児童であって、保護者が迎えに来
るまでの間、一時的・緊急的な対応を行う。（体
調不良児対応型）

13,488

全　体
事業費

財 源 内 訳

一般財源

17,253

0

0

00

保育所乳児中途受入
促進事業

保育所に中途入所を希望する乳児の
受入れに対応するために、保育士を確
保する。

1,512 00 0

61,147 34,498 0 9,396

1,512

合　　計

当　初
予算額

0 7,884

児童と保護者同士が相互交流できる場所
を開設し、子育てについての相談や情報の
提供・助言などの支援を行う。

25,917 0

部

7,292

0

最低基準に規定する保育士のほかに、
障害児保育に必要な保育士の配置を
行う。

7,884

61,147

936

4,496

8,63917,278 0

0

8,992

0 0

（ 単 位 ： 千 円 ）

地 方 債 そ の 他(※） 一般財源

国 1/3
県 1/3

17,253

財　　　源　　　内　　　訳
国

0 9,396

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他

17,249 17,249

470
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

合　　計 17,774 10,366 0 7,408 0

国 1/3
県 1/3

0

子育て相談事業
保護者等の子育ての不安解消
を図るため、子育て相談及び子
育て支援業務の委託を行う。

537 0 0 537 0

国 2/3
県 1/6

0子育て広場運営事業

みやき町中原保健センター内にて、
子育て支援活動を行う子育て広場
などの実施運営等に係る事業の委
託を行う。

8,900 3,960 0 4,940

子ども・子育て利用者支援
（基本型）事業

0 1,282 0

みやき町メディカルコミュニティーセ
ンター内にて、子育て支援の情報提
供などを行い、必要に応じ、相談や
助言等の実施運営等に係る事業の
委託を行う。

7,688 6,406

細 事 項 名 子育て支援委託事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※） 一般財源

子育て支援事業
町内の子育て団体・グループな
どの育成支援事業の委託を行
う。

649 0 0 649

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳

目 的 　地域全体での子育て支援の醸成を図るため、子育て支援を目的としたボランティア団体・グループやＮＰＯ法
人等に子育て支援事業の委託を行う。

事 業 内 容

民 生 部
子 育 て 福 祉 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
子 育 て 支 援 担当

(※）その他内訳
　こども未来基金繰入金　7,408

17,774 5,183 5,183 0 7,408 0

事 項 名 児童福祉事業 当　初
予算額

財　　　源　　　内　　　訳
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

0

事 業 内 容

担当

事 項 名 児童福祉事業 当　初
予算額

財　　　源　　　内　　　訳
細 事 項 名

国 ・ 県 地 方 債

1,082,819 523,543 251,288 0

（ 単 位 ： 千 円 ）
子 育 て 支 援

774,831

266,535
子どものための教育・保育事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※） 一般財源

事 業 内 容

財 源 内 訳

補 助 率

266,53541,4530

保育所・認定こども園
(保育部分)等施設
給付費(2歳児以下)

町内私立の認定こども園（5園）・保育
所(3園)・小規模保育事業所(5園)、町
外保育園等に対する施設給付費

546,772 0

1,082,819合　　計

387,722

国 1/2
県 1/4

民 生 部
子 育 て 福 祉

0 0

そ の 他

302,843

幼稚園・認定こども園
(教育部分)施設給付費

町内私立の認定こども園（5園）・幼稚
園(1園）、町外幼稚園等への施設給付
費

233,204 159,978

227,131 0

主　要　事　項

41,453

73,226

75,712

117,597

保育所・認定こども園
(保育部分)施設
給付費(3歳児以上)

町内私立の認定こども園（5園）・保育
所(3園)、町外保育園等への施設給付
費

41,453

区 分
全　体
事業費

目 的 　新制度に移行した幼稚園・認定こども園・保育所への共通の給付費（施設型給付費）や待機児童解消のための保
育機能確保に対応する小規模保育事業所への給付費(地域型保育給付費)を負担することで、子ども・子育て支援
の充実を図る。

一般財源

（※）その他内訳
　保育所入所者負担金　41,453

課
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主　要　事　項

民 生 部
子 育 て 福 祉 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
子 育 て 支 援 担当

事 項 名 児童福祉事業 当　初
予算額

0 12,330

財　　　源　　　内　　　訳
細 事 項 名 待機児童対策事業補助金 国 県 地 方 債 そ の 他(※） 一般財源

012,330 0 0

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

12,330 0 0 12,330 0

12,330 0

合　　計

(※）その他内訳
　こども未来基金繰入金　12,330

保育士等人材確保促進事業
補助金

町内幼稚園・保育所等に就労してい
る保育士等への養育支援金、奨学金
返済支援金及び新たに町内幼稚園・
保育所等で就労する保育士等への新
規就労支援金、転入支援金の補助金

12,330 0 0

目 的 　現在、保育所等入所において、待機児童が発生している中、保育所等の施設及び保育士等の不足が原因と
なっている。
　そのため、保育所等の施設整備が急務であるとともに、保育士等の確保を緊急的に促進するため、民間など
の保育所等へ補助を行うことにより、待機児童の発生を抑制する。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主　要　事　項

合　　計 21,318 17,277 0 1,323 2,718

事 業 内 容

課 （ 単 位 ： 千 円 ）
民 生 部

子 育 て 支 援 担当
子 育 て 福 祉

そ の 他（※） 一般財源
2,718

目 的

事 項 名

保育対策総合支援事業費補
助金

保育環境改善事業費補助金 2,058 1,372 0

保育補助者雇上強化事業費補助金 11,690 10,228 0

3,9675,290医療的ケア児保育支援事業費補助金

保育体制強化事業費補助金 2,280 1,710 0

児童福祉事業 当　初
予算額

財　　　源　　　内　　　訳
細 事 項 名 保育対策総合支援事業費補助金 国 県 地 方 債

686
国 1/3
県1/3

01,3230

1,462

0

0
国 3/4
県1/8

国 1/2
県1/4

国 1/2
県1/4

5700

そ の 他 一般財源

21,318 13,238 4,039 0 1,323
（※）その他内訳

　こども未来基金繰入金　1,323

保育所等において、保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図るため、保育士の補助を行う保育補
助者の雇上げ費用や清掃業務、遊具の消毒、給食の配膳等保育に係る周辺業務を行う保育支援者の配置に
必要な費用を補助する。

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

13



部 名
課 名
担 当

１．

２．

主　要　事　項

合　　計 14,460 0 0 14,460 0

14,460

4,000

0

第2子 50,000円

第3子 100,000円

区　　　　　　　　分 事 業 内 容
全　体
事業費

(※）その他内訳
　　こども未来基金繰入金　14,460

0 0　出生祝金支給事業
祝
金
額

第1子 30,000円

民 生 部

目 的

子 育 て 福 祉 課

当　初
予算額細 事 項 名 出生祝金支給事業

子 育 て 支 援 担当

事 項 名 児童福祉事業

（ 単 位 ： 千 円 ）

14,460 0 0 0 14,460 0

財　　　源　　　内　　　訳
国 県 地 方 債 そ の 他(※） 一般財源

　次世代を担う赤ちゃんの出生に対して、町の発展につながる町民の喜びとして祝福し、将来の町政の進展に
寄与されることを願って、出生祝金を支給することにより、保護者等の子ども・子育てを支援する。

事 業 内 容

200,000円

第5子以上 500,000円

1,860

4,200

2,400

2,000

財 源 内 訳

補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

第4子
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

細 事 項 名 放課後児童健全育成事業 国 県 地 方 債 その他（※） 一 般 財 源

地 方 債

　核家族化の進行及び女性の社会進出による留守家庭児童が増加していること等に伴い、昼間の保護者等
のいない家庭の小学校児童の対して、遊びを主とした健全育成活動を行う児童クラブを設置し、支援をするこ
とにより、児童への健全育成、体力増進及び情操を豊かにするなどの児童福祉の増進に資することを目的と
する。

事 業 内 容

区 分 事　業　内　容
全　体
事業費

財　　　源　　　内　　　訳
補 助 率

国 ・ 県

子 育 て 福 祉

事 項 名 児童福祉事業

子 育 て 支 援 担当

当　初
予算額

民 生 部
課

そ の 他 一般財源

（※）その他内訳
　放課後児童健全育成事業負担金　12,314

財　　　源　　　内　　　訳

（ 単 位 ： 千 円 ）

放課後児童健全育成事業

　児童クラブ室に支援員を配置
し、放課後児童の受入れを行う。

開設場所：町内各小学校児童ク
ラブ室（4ヶ所）

対象者：小学1年生～6年生の留
守家庭の児童。

開所時間
　放課後：　授業終了後

～19:00
毎週土曜日
夏休み等　  ：　7:30～19:00
長期休暇

54,069 24,648 0 12,314 17,107
国 1/3
県 1/3

54,069 12,324 12,324 0 12,314 17,107

目 的

主　要　事　項
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主　要　事　項

民 生 部

　次世代の社会を担う子どもの一人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から、中学校終了までの児童を
対象に、3歳未満児及び3歳児以上から小学校終了前の第3子以降の児童は月額15,000円、それ以外の児童
は、10,000円を支給する。R6年10月以降より「こども未来戦略方針」における経済的支援強化のため、所得制
限の撤廃や支給対象を高校生年代まで延長、第3子以降の手当月額の15,000円増加等の児童手当制度の拡
充及び支払月を年３回から隔月の年６回とするなど抜本的拡充業務を行う。

目 的

事 業 内 容

子 育 て 福 祉 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
子 育 て 支 援 担当

事 項 名 児童福祉事業 当　初
予算額

財　　　源　　　内　　　訳
細 事 項 名 そ の 他 一般財源児童手当事業 国 県

区　　　　　　　　分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

502,940 377,467 62,620 0 0 62,853

国 ・ 県 地 方 債

地 方 債

そ の 他 一般財源

被用者 57,960

非被用者 4,620

172,800

227,760

0 19,200

5,152

189,800 0 0 37,960

0 0 0 233

国 37/45
県  4/450歳～3歳未満

国  4/6
県  1/6上記以外

国 10/10

国 10/10

国 13/15
県  1/15
国  7/9
県  1/9

通信運搬費等事務費 233

改正前児童手当事業
(R6年9月まで)

52,808 0 0

2,007 0 02007 0

合　　計 502,940 440,087 0 0 62,853

0

4,312 0 0 308

153,600 0

通信運搬費等事務費

被用者 37,560
0歳～3歳未満

改正後児童手当事業
(R6年10月以降) 3歳以降18歳年度末まで

37,560 0 0
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

0 0 1,677

目 的 すべての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるように妊娠期から出産・子育てまで一貫して身近で
相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ「伴走型相談支援」と妊娠や出生の届出を行った妊
婦・子育て世帯等に対し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利用負担軽減を図るた
め「出産・子育て応援ギフト」を支給する。

事 業 内 容

区 分 事　業　内　容
全　体
事業費

財　　　源　　　内　　　訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

部
子 育 て 福 祉 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
子 育 て 支 援 担当

事 項 名 児童福祉事業 当　初
予算額

財　　　源　　　内　　　訳
細 事 項 名 出産・子育て応援事業 国 県

主　要　事　項

地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

民 生

出産・子育て応援事業

妊娠時から出産・子育てまで一
貫した「伴走型相談支援」の充
実を図るとともに「経済的支援」
を一体的に実施する。
（担当）
・伴走型相談支援

➡健康増進課
・経済的支援

出産応援ギフト➡健康増進課
子育て応援ギフト

➡子育て福祉課
　こどもの養育者にこども1人に
対して50,000円を支給する。

10,033 8,356 0 0 1,677
国 2/3
県 1/6

10,033 6,682 1,674
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

(※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入　91,622
　子どもの医療高額療養費返納金　　 2,100

民 生 部

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

主　要　事　項

0

12,508 0

地 方 債 そ の 他（※） 一般財源

区 分

児童福祉事業 当　初
予算額

121,961

事 業 内 容

0 28,239 0 93,722 0

目 的

子 育 て 福 祉

　乳幼児及び児童に対し、医療に要する医療費の助成を行うことにより、その疾病の早期発見と治療を促進
し、 もって乳幼児・児童の保健の向上と福祉の増進を図る。
　助成対象については、平成24年度に小学生の通院、平成25年度に中学生の通院も助成対象とした。平成27
年度からは、16歳～18歳までの通・入院についても助成対象とした。
　平成29年度より、小・中学生及び16歳～18歳までについても償還払いから現物支給化を行っている。

財　　　源　　　内　　　訳
細 事 項 名 子どもの医療費助成事業 国 県

0

県 1/2

課 （ 単 位 ： 千 円 ）
子 育 て 支 援 担当

0

小・中学生医療助成
「通・入院」

49,616

93,722

事 項 名

事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳

0歳児～就学前医療助成
「通・入院」

55,744 27,272 0

16歳～18歳までの医療助成
「通・入院」

0

967 0

0 0

4,015

消耗品等事務費 78

合　　計

子どもの医療費助成事業

0

レセプト審査委託料等事務費

121,961 28,239 93,722 0

18



部 名
課 名
担 当

１．

２．

当　初
予算額細 事 項 名 児童館事業

13,199
国 県

事 業 内 容

区 分 事　業　内　容

財　　　源　　　内　　　訳事 項 名 児童福祉事業

補 助 率

13,199

一般財源

13,199

児童館事業

　児童館のイベント運営や子
育て支援事業の情報発信の
ほか、施設の管理などを行
う。
開館時間は、日曜、祝日、8月
13日～15日、12月28日～翌
年1月4日を除く　　　9：00～
17:00

13,199 0 0 0

全　体
事業費

子 育 て 支 援 担当

民 生 部

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他

地 方 債

　将来のまちづくりの中で重要な役割を持ち、大きな影響力を持つ子どもたちへの健やかな成長を願い、健全
な遊びを提供し、イベントや子育て支援の情報発信などの子育て支援の中心となるような重点的施策に取り組
むことにより、子どもたちの健康を増進し、情操を豊かにするとともに、保護者等の育児不安の軽減を図ること
を目的とする。

0 0 0

課

そ の 他 一 般 財 源

財　　　源　　　内　　　訳

主　要　事　項

（ 単 位 ： 千 円 ）子 育 て 福 祉

0

目 的
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部 名
課 名
担 当

１．

２．
財　　　源　　　内　　　訳

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債

0

目 的 令和4年度に公益財団法人Ｂ＆Ｇ財団から子どもの居場所事業の整備助成金を受け建物増改築事業を行い、
令和5年4月より旧ボランティアセンター(普通財産)から多世代交流センター(行政財産)とした。子どもの居場所
事業を行うほか、町内の子どもたちや様々なボランティア団体など、子どもから高齢者までの多世代に渡る町
民の交流活動の拠点として活用する。

事 業 内 容

そ の 他 一般財源

（※）その他内訳
　　子どもの居場所事業負担金　190
　　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　1,908
　　Ｂ＆Ｇ財団特別助成金　14,400

多世代交流センター事業

　子どもの居場所事業や社協
の運営事業、町民交流の場と
して、施設の管理などを行う。
開館時間は、土曜、日曜、祝
日、12月29日～翌年1月3日
を除く。　　　8：30～21:00

3,307 0 0 3,307 0

区　　　　　　　　分 事　業　内　容
全　体
事業費

主　要　事　項

子どもの居場所事業

みやき町多世代交流センター
内で子どもの居場所を開設
し、子どもたちを受け入れ、運
営はNPO法人に委託する。
開設日　月曜日～金曜日
　　　　　午後4時～午後9時
定員　　20名
職員数　4名

13,191 0 0 13,191 0

民 生 部
子 育 て 福 祉 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
子 育 て 支 援 担当

事 項 名 児童福祉事業 当　初
予算額

財　　　源　　　内　　　訳
細 事 項 名 多世代交流センター事業 国 県 地 方 債 その他(※） 一 般 財 源

16,498 0 0 0 16,498
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

民 生 部
健 康 増 進 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
健 康 づ く り 担当

事 項 名 出産・子育て応援事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 出産・子育て応援事業 国 県 一般財源

15,287 9,308 2,987 0 0 2,992
地 方 債 そ の 他

目 的 全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができるよう、妊娠期から子育て期まで一貫して身近で相談に応じ、
様々なニーズに即した必要な支援につなぐ「伴走型相談支援」と、妊娠届や出生届を提出した妊婦・子育て家庭等に対
し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援サービスの利用負担軽減を図るため「出産・子育て応援ギフト」を支
給する。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

伴走型支援
国1/2
県1/4

経済的支援
国2/3
県1/6

一般財源

出産・子育て応援事業

（担当）
〇伴走型相談支援

⇒健康増進課
〇経済的支援
・出産応援ギフト ⇒健康増進課

妊婦に対し５万円を支給する

・子育て応援ギフト
⇒子育て福祉課

　　子どもの養育者に子ども１人
に対し５万円を支給する。

15,287 12,295 0 0 2,992

そ の 他
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

そ の 他 一般財源

学校生活支援員配置事業
　各小中学校に計25名を配置する。
勤務時間は１日6時間で、夏休みな
ど長期休業期間は除く。

52,177 6,886 0 0 45,291

目 的 小中学校の特別支援学級において、基本的生活習慣確立のための日常生活上の介助、発達障害の児童・生
徒に対する学習支援、学習活動及び教室移動間における介助、対象児の健康・安全確保、運動会等学校行
事における介助、周囲の児童・生徒への障害理解の促進など、特別支援教育における支援をするため、学校
生活支援員を配置する。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

県 地 方 債 そ の 他 一般財源
52,177 6,886 0 0 0 45,291

（ 単 位 ： 千 円 ）
学 校 教 育 担当

事 項 名 学校生活支援員配置事業 当初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 学校生活支援員配置事業 国

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
学 校 教 育 課
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

（ 単 位 ： 千 円 ）

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
学 校 教 育 課
学 校 教 育 担当

事 項 名 学校給食費支援事業 当初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 学校給食費支援事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※） 一般財源

109,700 0 0 0 109,700 0

目 的 　 学校給食費補助事業として、給食費を補助することで、子育て世代が抱えている経済的負担を軽減し、安心
して子育てができる環境の整備を図り、もって定住促進に寄与することを目的とする。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

学校給食費補助金交付事業
　定住対策の拡充策として、全額給
食費補助を行う。 109,700 0 0 109,700 0

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　109,700
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　30,492

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
学 校 教 育 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
学 校 教 育 担当

事 項 名 学校教育支援事業 当初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 外国語指導助手配置事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※) 一般財源

30,492 0 0 0 30,492 0

目 的 　 小中学校に語学指導に従事する外国語指導助手（ALT）を配置し、学校における外国語活動及び英語教育
の充実と国際理解教育推進のより一層の充実を図る。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

外国語指導助手配置事業

　新学習指導要領により小学校５，
６年の英語教科化、３，４年の外国
語活動の必須により、中学校に各1
名、小学校は校区で１名の計６名
ALTを配置する。

30,492 0 0 30,492 0
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
学 校 教 育 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
学 校 教 育 担当

事 項 名 義務教育施設整備事業 当初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 学校施設長寿命化計画・耐力度調査委託事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※)

地 方 債

一般財源
14,472 0 0 0 14,472 0

0

目 的 　令和元年度に「みやき町学校施設長寿命化計画」が作成されているが、老朽化が進行している施設があるに
もかかわらず、具体的な改修計画が策定されていないため、中期における具体的な改修・改築計画を策定す
るもの

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県

学校施設長寿命化計画・耐力度調
査委託事業

・当該計画の中間見直しを行うとと
もに、老朽化校舎の耐力度調査を
行うことで具体的な改修計画を策定
・令和7年度以降については改築・
改修について具体的事務を進める
ことを予定している

14,472 0 0 14,472

(※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　14,472

そ の 他 一般財源
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

細 事 項 名 GIGAスクール運営支援センター設置事業

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
学 校 教 育

0 6,026

課 （ 単 位 ： 千 円 ）
学 校 教 育 担当

事 項 名 義務教育施設整備事業 当初
予算額

財 源 内 訳

国 ・ 県

国 県 地 方 債 そ の 他(※) 一般財源

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　6,026

6,996 970 0

0

0

目 的 学校では、端末を用いた教育活動が展開されており、その運用を支えるための支援体制の強化が必要となっ
ている。学校の人材不足やミスマッチの解消、家庭での故障対応を含む運用支援を通じて、自治体としてICT
を自立的に活用する体制を構築し、さらなる教育ICTの利活用の拡大を図る

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

1/3

地 方 債 そ の 他 一般財源

GIGAスクール運営支援センター

・教職員向けヘルプデスク
・ICT支援員向けヘルプデスク
・保護者向けヘルプデスク
・ICT利活用研修　等

6,996 970 0 6,026
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
学 校 教 育 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
学 校 教 育 担当

事 項 名 義務教育施設整備事業 当初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 ソフトウェア活用事業 国 県 地 方 債 そ の 他（※） 一般財源

10,126 0 0 0 10,126 0

目 的 　小中学校で、ＩＣＴ活用を推進するため、各種ソフトウェアを利用する。
①i-フィルター（学習者用端末を持ち帰るために必須で、利用時間制御や閲覧ページのフィルタリングをして児
童生徒が安全に利用できるようにする）
②健康観察アプリ（欠席電話連絡を減らし、教職員の働き方改革を推進する）
③認知機能強化ＷＥＢサービス（特別支援学級及び通級指導教室で、端末を利用してドリル学習に取り組む）
④校務支援システム利用料（校務支援システムを導入し、教職員の働き方改革を推進する）

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 一般財源

ソフトウェア活用事業
小中学校で、ＩＣＴ活用を推進するた
め、各種ソフトウェアを利用する。 10,126 0 0 10,126 0

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　10,126

そ の 他
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

（※）その他内訳
　合併振興基金　30,879

2/3

学習者用端末のみ補助金有

そ の 他 一般財源

校務用端末（236台）
電子黒板（67台）
電子黒板用端末（82台）
指導者用端末（71台）
学習者用端末（99台）

　ＧＩＧＡスクール構想、みやき町教
育情報化ビジョンの整備計画に基
づき、各小中学校の電子黒板、指
導者用端末等を更新するためＩＣＴ
機器を購入する。

34,509 3,630 0 30,879 0

目 的 　ＧＩＧＡスクール構想に基づくみやき町教育情報化ビジョン（2022策定）の整備計画により、一人一台の学習者
用端末を整備を推進し、新システムに対応するため、各小中学校の電子黒板や指導者用端末等を計画的に
更新整備することで、学校ＩＣＴ機器を快適に活用し、さらなるＩＣＴ機器を活用したデジタル学習を推進するため

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

県 地 方 債 そ の 他(※） 一般財源
34,509 3,630 0 0 30,879 0

（ 単 位 ： 千 円 ）
学 校 教 育 担当

事 項 名 義務教育施設整備事業 当初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 学校ＩＣＴ機器整備事業 国

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
学 校 教 育 課
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基本目標３　

　　『 健幸長寿のまち』

令 和 6 年 度

み や き 町 主 要 事 項 一 覧
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

地域おこし協力隊委託料

「スポーツを通じたまちづくり事
業」に取り組む

①隊員A：4,088,400円
②隊員B：4,188,400円

8,277 0 0 0 8,277

そ の 他（※） 一般財源
事 項 名 女子サッカー推進 当　初

予算額女子サッカー推進（委託料） 県

（※）その他内訳
　地方創生応援基金繰入金　18,324
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　1,676

財 源 内 訳
細 事 項 名 国 地 方 債

主 要 事 項

総 務 部
（ 単 位 ： 千 円 ）

女子サッカー推進 担当
女子サッカー推進 室

20,000

目 的

28,277 0 0 0

　令和2年1月の「女子サッカーのまち宣言」を契機に設立された「みやきスポーツコミッション」と「みやきなでしこクラブ」
を核とした「スポーツによるまちづくり」を推進していくため、スポーツの普及活動、技術向上についてもなお一層取り組
む事業委託を行う。
　また、「地域おこし協力隊制度」を活用し、都市部より町内に移住した隊員が最長３年間でみやき町の活性化につなが
る事業を展開しながら永住につながる活動を行う。
（総務省 特別交付税措置：１人当たり４，８００千円/年）

スポーツを通じたまちづくり事
業委託料

スポーツコミッションの設立の目
的であるスポーツをまちづくりや
地域の活性化、健幸長寿の手
段ととらえた事業委託を行う。

20,000 0

財 源 内 訳

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

0 20,000 0
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

スポーツコミッションが自立でき
るような取り組み、スポーツを通
したまちづくりの提案

①受入経費 6,379千円
②発案事業　 500千円

6,879 0 0 0 6,879

事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

6,879 0 0 0 0 6,879

財 源 内 訳
細 事 項 名 地域活性化起業人事業 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

主 要 事 項

総 務 部
女子サッカー推進 室 （ 単 位 ： 千 円 ）

区 分

企業人材派遣制度負担金

目 的 令和2年1月の「女子サッカーのまち宣言」を契機に設立された「みやきスポーツコミッション」と「みやきなでしこクラブ」
を核とした「スポーツによるまちづくり」を推進していくため、「地域活性化起業人制度」を活用し、ノウハウを有する民
間企業人材を受け入れ、スポーツコミッションの自立に向けた運営、みやきなでしこクラブの育成強化を図る。
（総務省 特別交付税措置：①１人当たり５，６００千円/年　②発案事業 １，０００千円×０．５）

事 業 内 容

女子サッカー推進 担当

事 項 名 女子サッカー推進 当　初
予算額
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部 名

課 名

担 当

1.

国

主 要 事 項

民 生 部

子 育 て 福 祉 課

426,080

（ 単 位 ： 千 円 ）

地域・障害福祉 担当

事 項 名 社会福祉事業 当　初
予算額

財　　　源　　　内　　　訳

細 事 項 名 社会福祉事業

(※)その他内訳
・民生委員児童委員協議会費：　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　1,209
・社会福祉団体補助等事業：　地域福祉基金預金利息　170
・特別支援学校放課後児童健全育成事業：　こども未来基金繰入金　4,040、

県 地 方 債 その他(※) 一 般 財 源

1,453,053 650,124 365,476 11,373

事 業 内 容

区 分 事　業　内　容
全　体
事業費

財　　　源　　　内　　　訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

民生委員児童委員協議会費

民生委員児童委員協議会の開
催及び補助金支出
情報交換等を行うことで、活動を
円滑に進める

10,339 4,161 0 1,209 4,969
県１/２

（町単有）

社会福祉団体補助等事業
社会福祉団体を支援することに
より、地域福祉の向上を図る。

52,330 0 170 52,160

障害福祉サービス給付事業
障がい者が利用する施設・訪問
系サービス等に対し,介護給付
費・訓練等給付費を支給し、福
祉向上を図る

803,100 597,682 0 0 205,418
国１/２
県１/４

　障害者補装具費支給事業
障がい者の補装具購入及び修
理費の支給を行うことにより、日
常生活の効率向上を図る

4,000 3,000 0 0 1,000
国１/２
県１/４

32

0

　　特別支援学校放課後児童健全育成事業負担金　5,954



　障害者医療費

障がい者（児）等の障害を除去・
軽減するための医療費及び重
度重複障害者等の医療費助成
を行い、福祉の向上を図る
①更生医療
②育成医療
③療養介護医療

35,651 26,667 0 0 8,984
国１/２
県１/４

地域生活支援事業

日常生活用具給付事業
意思疎通支援事業
相談支援事業
虐待防止センター事業
移動支援事業
日中一時支援事業
成年後見制度利用支援事業
難聴児補聴器購入助成事業
小児慢性特定疾病児童等日常
生活用具給付費 等

23,969 11,683 0 0 12,286
国１/２
県１/４

　重度心身障害者医療費
　助成事業

重度障がい者へ医療費の助成
を行うことで、保健の向上と福祉
の増進を図る（自己負担分から
１月500円を控除した額を助成）

56,710 28,313 0 0 28,397 県１/２

特別支援学校放課後児童健
全育成事業

日中、保護者が家庭にいない児
童等を対象に、佐賀県立中原特
別支援学校内に放課後児童クラ
ブを開設することにより、児童の
健全な育成を図る

18,198 8,204 0 9,994 0 県１/２

　障害児通所等給付事業

障がい児が事業所への通所等
を行い、日常生活における基本
的な動作及び生活能力の向上
等を図るため、通所等に係る給
付費を支給

448,756 335,890 0 0 112,866
国１/２
県１/４
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

0 0 28,738
新ステがん
総合事業
国1/2

がん・結核検診事業

胃がん検診、胃内視鏡検査
ピロリ菌検査
肺がん検診
子宮がん検診
乳がん検診
大腸がん検診
前立腺がん検診
結核検診

29,535 797

財 源 内 訳

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

0 28,738

目 的

29,535 797 0 0
がん・結核検診事業

主 要 事 項

民 生 部
（ 単 位 ： 千 円 ）

健 康 づ く り 担当

地 方 債 そ の 他 一般財源県
財 源 内 訳

細 事 項 名 国

がん及び結核を早期に発見し、適切な治療を行うことでがんによる死亡率及び罹患率を低下させる。

健 康 増 進 課

事 項 名 がん・結核検診事業 当　初
予算額
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

予防接種事業

〇定期予防接種
ロタ、ヒブ、小児用肺炎球菌
B型肝炎、BCG
四種混合、二種混合
水痘、麻しん風しん混合
日本脳炎、HPV
高齢者インフルエンザ
高齢者肺炎球菌
〇みやき町費用助成予防接種
子どものインフルエンザ

88,170 2,364 0 82,200

主 要 事 項

民 生 部
健 康 増 進 課

担当

事 項 名

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳

目 的 伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生の向上及び増進に寄与す
るとともに、予防接種による健康被害の迅速な救済を図る。

36 2,328 0 82,200 3,606
(※)その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　82,200

（ 単 位 ： 千 円 ）

当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 予防接種事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※)

健 康 づ く り

3,606

予防接種
事故対策費
負担金
県3/4
感染症予防
事業費
補助金
国2/3
町1/3

一般財源

一般財源
88,170

予防接種事業

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

産後ケア事業 産後デイサービス 14,904 7,451 0 7,453

事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

(※)その他内訳
・利用者支援事業：　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　421
・産後ケア事業：　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　7,453

国1/2

そ の 他 一般財源

9,130 419 0 7,874

0

利用者支援事業

目 的 安心、安全で健やかな妊娠、出産に向けてサポートし、母子の健やかな生育をはぐくむ力を形成する。

事 業 内 容

区 分

財 源 内 訳
細 事 項 名 産前産後サポートステーション事業 国

国 ・ 県 地 方 債

地 方 債 そ の 他(※) 一般財源
17,423

主 要 事 項

民 生 部
健 康 増 進 課

0

健 康 づ く り 担当

事 項 名 産前産後サポートステーション事業

（ 単 位 ： 千 円 ）

妊産婦相談 2,519 2,098 0 421 0
国2/3
県1/6

県
当　初
予算額
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

210

購入金額の
1/2

上限額
7,000円

あんま鍼灸助成事業
65歳以上の者1人につき、年24
枚以内のあん摩券を交付する。

3,000

シルバーカー購入助成事業
65歳以上の者がシルバーカーを
購入する場合に、その経費の一
部を助成する。

210

3,000
1枚

1,000円

高齢者買物支援実証事業
移動販売を実施することで、買
い物の支援をする。

8,220 500 7,720 0

主 要 事 項

民 生 部
（ 単 位 ： 千 円 ）

高 齢 福 祉 担当
地域包括支援センター

財 源 内 訳
細 事 項 名 国
事 項 名 老人福祉事業 当　初

予算額老人福祉事業 県 地 方 債 そ の 他（※） 一般財源
7,720 3,210

目 的

11,430

事 業 内 容

高齢者が自立し、安心して地域で過ごすため、シルバーカーの購入助成やあん摩鍼灸助成することにより、高齢者の心
身の健康を保持し、高齢者福祉の向上に資する。
また、移動支援の一環として、移動販売（買物支援）事業を実施する。

500 00

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　7,720

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

財 源 内 訳

37

0 0

 0

     0

     0  0

  0



部 名
課 名
担 当

１．

２．

（ 単 位 ： 千 円 ）

事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他

0 0 0

地域包括支援センター

事 業 内 容

区 分

そ の 他(※) 一般財源

主 要 事 項

民 生 部

担当

事 項 名

2,141 0

0 0 1,100

一般財源

11,711

07,374

11,711

0

(※)その他内訳
　介護予防事業受託収入　11,711

高 齢 福 祉

目 的 生活機能の低下等により、要介護状態になる恐れのある高齢者等を対象に、要介護状態を軽減し、悪化防止をするとと
もに、活動的で、生きがいのある自立した日常生活を営むことができるよう支援し、高齢者福祉の向上を図る。

介護予防事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 介護予防事業 国 県 地 方 債

0

0 0

いきいき百歳体操支援事業

介護予防のためのおもりを使っ
た筋力運動で住民主体に各公
民館等で実施する。通いの場と
しての住民相互の連携、閉じこ
もり予防等、住民が安心して生
活できるよう支援する。

1,096

友愛ヘルプ事業
老人クラブの会員により、町内
の高齢者世帯を訪問し、孤独感
の解消及び安否確認をする。

1,100

循環型介護予防エコシステム
事業

地域包括ケアシステムの構築、
介護保険からの卒業に向けた通
いの場の構築、介護予防サポー
ター養成、認知症早期発見を一
体的に行う。

介護予防ふれあいサロン事
業

各地区で介護予防教室を行うた
めのリーダーを養成し、各地区
公民館にて定期的にサロンを開
催する。

2,141

7,374

0 0 1,096

0

0

0
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

0

地 方 債

敬老事業
敬老祝金の支給及び各地区の
敬老祭事に補助を行う。

26,493 0 0 26,493

0

目 的 高齢者の長寿を祝福し、敬老の意を表するとともに、高齢者福祉の増進に寄与する。
敬老祝金については、70歳（古希）は5,000円、77歳（喜寿）は10,000円、88歳（米寿）は20,000円、90歳（卒寿）は30,000
円、99歳（白寿）は50,000円、100歳（百寿）は100,000円の支給とする。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県

主 要 事 項

民 生 部

そ の 他 一般財源

26,493 0 0 0 26,493
(※)その他内訳

　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　26,493

（ 単 位 ： 千 円 ）
高 齢 福 祉 担当

事 項 名 敬老事業

地域包括支援センター

当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 敬老事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※) 一般財源
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

高齢者等介護用品支給事業
在宅の概ね65歳以上の高齢者
で、常時失禁状態にある対象者
に、支給する。所得要件有

1,609 0 0

0 0 495 0

1,609 0

認知症地域支援ケア向上事
業

認知症の人が住み慣れた地域で、
安心して暮らし続けるために、医
療・介護・生活支援のサービスを受
けられるよう関係機関との連携体
制の構築と認知症ケアの向上を図
る。

495

食の自立支援事業
在宅ひとり暮らしの高齢者等に
配食サービスを行うとともに、見
守りも合わせて行う。

13,531 0 0 13,531 0

18,685 0 0 18,685

生活支援体制整備事業

生活支援コーディネーターを配
置し、協議体での話し合いによ
り、高齢者の在宅生活を支援す
るための体制整備を行う。

27,908 0 0 27,908 0

包括的支援事業 0

0

目 的 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるように、地域住民の心身の健康維持、生活安定、保健・福祉・医療の向
上と、その増進のために、介護予防ケアマネジメント事業、総合相談支援事業、権利擁護事業、包括的・継続的ケアマネ
ジメント支援事業などを実施し、必要な支援・援助を行う。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　4,703、　包括的支援事業・任意事業受託収入　57,226
　保健福祉事業受託収入　114、　後見開始申立費用　184、　住宅改修支援事業支援費　1

62,228 0 0 0 62,228

住民の各種相談を幅広く受付を
行い、行政機関、保健福祉事務
所、医療機関、介護サービス事
業所等の必要なサービスを総合
的・多面的に支援する。

民 生 部
地域包括支援センター （ 単 位 ： 千 円 ）

主 要 事 項

財 源 内 訳
細 事 項 名 包括的支援事業 国 県 地 方 債 そ の 他（※） 一般財源

高 齢 福 祉 担当

事 項 名 包括的支援事業 当　初
予算額
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

(※)その他内訳
　高齢者保健事業受託事業収入　12,463

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

高齢者の保健事業・介護予防
の一体的実施事業

国民健康保険事業と地域支援事業
等と連携して下記の高齢者保健事
業を行う。
○被保険者に対する個別的支援

KDBシステムを活用し、重症化予
防が必要な該当者を特定し、積極
的に訪問指導を行う。
○通いの場等への積極的な関与

通いの場へ赴き、フレイル予防な
どの健康教育・健康相談を行う。

14,435 0

財 源 内 訳

事 業 内 容

0 12,463 1,972

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

12,463 1,972

目 的

14,435 0 0 0
高齢者の保健事業・介護予防の一体的実施事業

主 要 事 項

民 生 部
（ 単 位 ： 千 円 ）

メディカルコミュニティ推進 担当

地 方 債 そ の 他(※) 一般財源県
財 源 内 訳

細 事 項 名 国

人生100年時代を見据え、高齢者の健康増進を図り、できる限り健やかに過ごせる社会としていくため、高齢者一人ひとりに対して、
きめ細やかな保健事業と介護予防を実施する。

メディカルコミュニティ推進 課

事 項 名 高齢者保健事業 当　初
予算額
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

民 生 部

(※)その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　30,000

メディカルコミュニティ推進 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
メディカルコミュニティ推進 担当

事 項 名 メディカルコミュニティセンター事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 地域活性化起業人事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※) 一般財源

30,000 0 0 0 30,000 0

目 的 総務省所管制度「企業人材派遣制度」を活用し、シミックホールディング株式会社社員3名を受け入れ、医療費適正化・町民の健康
維持・増進を目的とし、町民の健康データの分析による健康施策の企画・立案を実施する。また、メディカルコミュニティセンター内の
テナント事業者との連携体制を構築し、各種教室・イベント等を通じた施設利用者の健康管理・体力強化等につながる取組を実践す
る。
令和5年度から継続し若年世代の健康課題の把握に注力することとし、社会保険者との連携構築を図る。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

地域活性化起業人事業

○主な業務内容
・KDBデータの分析及び分析結果を利
用した健康施策支援
・社会保険の保険者との関係構築に基
づく若年世代の健康データ収集及び分
析
・メディカルコミュニティセンターでの健
康増進活動及びイベント企画支援
○財政措置…特別交付税措置(560万
円×2人/年)

30,000 0 0 30,000 0
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

民 生 部
メディカルコミュニティ推進 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
メディカルコミュニティ推進 担当

事 項 名 Ｂ＆Ｇ海洋センター費 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 Ｂ＆Ｇ海洋センター管理費 国 県

地 方 債

地 方 債 そ の 他（※） 一般財源
48,806 0 0 0 12,763 36,043

36,043

目 的 北茂安Ｂ&Ｇ海洋センターの適正な管理運営のため、各種予算措置を講じる。
温水プールの運営業務を委託から直営に切り替え、会計年度任用職員を雇用する。「施設運営業務」「利用者受付・監視業務」、
「町主催のイベント実施に係る業務」を柱とし、センターの利用促進を図っていく。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県

（※）その他内訳
　Ｂ＆Ｇ海洋センター使用料　12,763

そ の 他 一般財源

Ｂ＆Ｇ海洋センター管理運営
業務

○主な業務内容
・施設の運営
・センター利用者の受付・監視業務
・町主催のイベントの開催

48,806 0 0 12,763
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

0 100,612 0
対象経費に
対して
２/３

0

令和６年国民スポーツ大会
実行委員会負担金

・バレーボール競技運営経費
・ソフトボール競技運営経費
・おもてなし事業
・新しい大会の実現に向けた取組

128,081 27,469

財 源 内 訳

事 業 内 容

27,469
そ の 他（※） 一般財源

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

100,612 0

目 的 国民スポーツ大会みやき町開催競技の準備・運営等を行うため、SAGA2024みやき町実行委員会にて各種事業を執行す
る。

補 助 率

0

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
（ 単 位 ： 千 円 ）

国スポ ・社 会体育 担当
社 会 教 育 課

地 方 債

(※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　100,612

事 項 名 保健体育事業 当　初
予算額保健体育事業 県

128,081

財 源 内 訳
細 事 項 名 国
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
社 会 教 育 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
国スポ・社会体育 担当

事 項 名 保健体育事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 保健体育事業 国 県

地 方 債

地 方 債 そ の 他（※） 一般財源
450,984 201,811 0 219,600 29,573 0

0

目 的 2020年1月に行った「女子サッカーのまち宣言」の旗艦となる施設で、楽しく安全にスポーツに親しめるほか全国規模の
大会が開催できる人工芝グラウンド及び夜間照明等を新設し、スポーツ交流拠点施設の充実及びスポーツをとおした交
流人口の増大、住民の健康増進の場を創出し、みやき町の活性化を図る。また、隣接する社会教育施設、健康増進施
設、老人福祉施設、児童福祉施設の機能強化及び防災機能を高めるため、管理棟・駐車場・調整池等の拡充を図る。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　29,573

そ の 他 一般財源

みやき町多目的人工芝グラ
ウンド等整備事業

多目的人工芝グラウンド（人工芝
メイングラウンド1面、サブグラウ
ンド1面、夜間照明、管理棟、駐車
場）及び調整池の整備事業

450,984 201,811 219,600 29,573
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

特別交付金
ウ分（県繰入
金2号分）
エ分（特定健
診保健指導
負担金：基準
額の2/3）

そ の 他 一般財源

特定健康診査等事業費
生活習慣病予防対策を健診
により階層化し、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑによ
り保健指導を行う。

18,029 12,741 0 5,288 0

目 的 　外来・入院医療費の伸びの要因となっている糖尿病・高血圧・高脂血症の発病あるいは重症化や合併症へ
の進行の予防に重点をおいた特定健診・特定保健指導を行うことにより、生涯にわたって生活の質を維持
向上させ、ひいては医療費の抑制に繋がる。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

地 方 債 そ の 他（※） 一般財源
18,029 0 12,741 0 5,288 0

保健事業費 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 特定健康診査等事業費 国 県

（※）その他内訳
　事務費等繰入金　5,288

主 要 事 項

民 生 部
健 康 増 進 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
健 康 づ く り 担当

事 項 名
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

特別交付金
ウ分（県繰
入金2号分
国保被保険
者分）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

目 的 　健康保持、増進のため町内各地区で健康づくり事業（気功、軽運動等）を実施、健康づくり事業を各地区で継
続、定着させるため当該地区に適したプログラムの作成を行う。

事 業 内 容

事 業 内 容

（※）その他内訳
　その他繰入金　13,608

そ の 他 一般財源

健康づくり支援事業費
各地区で健康づくり事業（気
功、軽運動等)を実施

19,732 6,124 0 13,608 0

区 分
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

0 13,608

主 要 事 項

民 生 部
保 健 課

0
健康教室等支援事業費 国 県 地 方 債 そ の 他（※） 一般財源

19,732 0 6,124

（ 単 位 ： 千 円 ）

当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名

国 保 ・ 医 療 担当

事 項 名 保健事業費
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基本目標４　

　『 暮らしを支える産業が伸びゆくまち』

令 和 6 年 度

み や き 町 主 要 事 項 一 覧
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

農 政

15,996 0 6,399 0
県：1/2
町：2/10

ハ
ー
ド

①個人
いちごハウス　　1,166㎡

そ の 他(※) 一般財源

主 要 事 項

事 業 部
農 林 課 （ 単 位 ： 千 円 ）

担当

事 項 名

24,744 0

さが園芸８８８整備支援事業費補助金 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 さが園芸８８８整備支援事業費補助金 国 県 地 方 債

国 ・ 県 地 方 債

101,089 0 76,345 0
（※）その他内訳

　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　24,744

10,370 0

目 的 　農業者等が、農業所得向上に向けた収量・品質の向上や低コスト化、規模拡大等収益の高い園芸農業の確
立に必要な施設や機械等の導入する際、その経費に対し、一部補助を行うことにより、新規就農者や規模拡
大志向経営体を育成し、魅力ある園芸農業を展開する。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

県：1/2
町：2/10

さが園芸８８８整備支援
事業費補助金

②個人
いちごハウス　　1,620㎡

そ の 他 一般財源

22,395

36,293 25,923 0

②個人
いちご井戸　　　１基

0 603 0

6,000 0

0

県：1/2
町：2/10

①個人
いちご生産資材

139 99 0 40 0
県：1/2
町：2/10

1,603 1,000

③個人
ねぎ 省力防除機械装置１式

359

④法人
たまねぎ除湿乾燥システム

36,000 30,000 0

②個人
いちご　　生産資材

1,400 1,000 0 400

県：1/2
町：1/10

③個人
ねぎ　長寿命化対策

2,900 2,071 0

県：1/2
町：2/10

256 0 103 0
県：1/2
町：2/10

829 0
県：1/2
町：2/10
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部 名
課 名
担 当

１．

２． 事 業 内 容

区 分

主 要 事 項

事 業 部
農 林 課

目 的 　農地や農業用水路及び道路に限らず、集落内の環境保全活動における新たなルールづくりが期待できる。
地域ぐるみでの農地や農道・農業水路を守る効果の高い共同活動に加え老朽化が進む農業用用排水路等の
補修を行う向上活動を支援。
　規約の制定や農地維持・共同活動・向上活動の実施計画策定等を地域住民の合意のもとに行う。
　令和４年度より、田んぼから幹線水路への排水量を絞ることで、下流域の冠水被害の軽減に効果があると推
奨される田んぼダムの取組みをおこなっている。
　農地維持・共同活動：(田)164,533a、(畑)7,501a
　田んぼダム：(田)43,486a
　長寿命化：(田)115,141a、(畑)5,389a
　(国費＋県費を町で受け入れ、町費を加えて各保全会に交付する。)　補助率：国1/2、県1/4、町1/4

（ 単 位 ： 千 円 ）
農 政 担当

事 項 名 多面的機能支払交付金(農地・水・環境) 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 多面的機能支払交付金(農地・水・環境) 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

136,255 65,345 38,402 0 0 32,508

事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳

32,508

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

多面的機能支払交付金
(農地・水・環境)

地域住民共同での集落内の保
全活動に対して補助

136,255 103,747 0 0
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

2,735

(東地区)水管橋　２箇所 17.5%

0 0
2,079

438
21.875%

1,575

水管橋　１箇所

(西地区)制水門　２門
(東地区)揚水機　２台

438
北茂安土地改良区

揚水機　３台
制水門　４門

263

0

0 0
0

2,735
4,725 0

0 0

0 17.5%

21.875%
0

0

0 0

15,534

0 4,725 17.5%
0
0 0 0合計

0

0

農業水利施設補修工事

0

15,534

地域農業水利施設整備
事業費補助金

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

0 0 0 0 15,534

そ の 他 一般財源

町内２土地改良区が事業主体となって実施する補助事業（地域農業水利施設ストックマネジメント事業）に対
する補助金。
農業水利施設の有効活用を図るため、効率的な機能保全対策を実施することにより、施設の長寿命化及び維
持管理コストの低減を図る。
【補助率】　　・ポンプ 　国50％、県15％、町21.875％、土13.125％

・その他 〃 町17.5％　 、土17.5％

（ 単 位 ： 千 円 ）

財 源 内 訳
細 事 項 名 地域農業水利施設整備事業費補助金 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

三根土地改良区

地域農業水利施設整備事業費補助金 当　初
予算額

15,534

主 要 事 項

事 業 部
農 林 課

目 的

263 17.5%

土 地 改 良 担当

事 項 名

(西地区)揚水機　３台 3,719
1,575
2,079

0 3,719 21.875%
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

事 業 部
農 林 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
農 政 担当

事 項 名 遊具大規模修繕工事 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 遊具大規模修繕工事 国 県

地 方 債

地 方 債 そ の 他（※） 一般財源
13,870 0 0 0 13,870 0

0

目 的 ・地区公園５７ヵ所の遊具に対して安全性を図るために、前年度に遊具の保守点委託業務を実施した結果を
もとに、修理や更新が必要とされるＣ判定の遊具に対して塗装の塗り替えや遊具の部品交換、遊具の更新等
の修繕工事を行う。本年度は、大型の複合遊具の更新を予定している。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県

(※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　13,870

そ の 他 一般財源

遊具大規模修繕工事
地区公園遊具の修繕工事
２７公園４１遊具の修繕

13,870 0 0 13,870
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　23,018

そ の 他 一般財源

電子マネー応援クーポン事業 全町民向け支援を実施する。 89,839 66,821 0 23,018 0

目 的 令和4年度に導入した「みやき町地域通貨『みやきpay』」を活用し、町民と町内事業者両者の生活支援を行う。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

地 方 債 そ の 他（※） 一般財源
89,839 66,821 0 0 23,018 0

産 業 支 援 担当

事 項 名 電子マネー応援クーポン事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 電子マネー応援クーポン事業 国 県

主 要 事 項

事 業 部
産 業 支 援 課 （ 単 位 ： 千 円 ）

53



部 名
課 名
担 当

１．

２．

県

産 業 支 援 課

主 要 事 項

事 業 部

細 事 項 名 有機農業産地づくり推進事業 国

（ 単 位 ： 千 円 ）
産 業 支 援 担当

事 項 名 有機農業産地づくり推進事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
地 方 債 そ の 他 一般財源

10,000 0 10,000 0 0 0

目 的

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳

農林水産省で、みどりの食料システム戦略を踏まえ、有機農業に地域ぐるみで取り組む産地（オーガニックビレッジ）の
創出に取り組む市町村を支援しており、有機農業推進協議会を立ち上げ令和6年度から事業に取り組む。
◇事業実施主体：市町村（又は市町村を含む協議会）
◇要件：生産から消費まで一貫した取組を実施する。１年目に策定した「有機農業実施計画」に基づき取組を実施する。
◇支援内容：試行的な取組【定額】（資材費、給食原材料費、旅費 等）機械のリース導入【1/2】
◇支援期間：最大3ヵ年
◇事業費上限：（1年目）1,000万円　（2年目）800万円　（3年目）600万円 

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

0有機農業産地づくり推進事業
有機農業推進協議会に対する
負担金

10,000 10,000 0 0
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

908

商工業務

その他事務費等 0 0 0 908

22,967 0 0 0 22,967

県1/2

14,000 0 0 0 14,000

0 0 1,641消費者行政事業

商工会への補助金

中小企業小口資金融資事業

1,891 250

主 要 事 項

事 業 部
産 業 支 援 課

担当産 業 支 援

事 項 名

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳

そ の 他

目 的

一般財源

39,766

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他

0 250 0 0 39,516

〇消費生活相談業務委託
　消費生活に関する被害・苦情の内容が悪質・複雑化し、相談件数も増加していることから、速やかな被害者救済のた
めに高度な専門知識をもった消費生活相談員を設置し、相談体制の充実、レベルアップを図る。また、被害の未然防止
の啓発に努める。
〇商工会補助金
　町内商工業者の総合経済団体である商工会に対する補助金の交付により、商工業の振興を図る。また、創業支援や
各種セミナー等を実施し、地域の活性化に努める。
〇中小企業小口資金
　町内中小企業者が信用保証制度を利用し、金融機関に融資を申し込んだ際の保証料を町が負担することで、低負担
の資金として中小企業の維持発展及び振興に大きな役割を果たす。

（ 単 位 ： 千 円 ）

商工業務 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 商工業務 国 県 地 方 債 一般財源
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

施設内の除草、仮設トイレの設
置・清掃、プール清掃及び植栽
とその維持管理等公園周辺の
環境整備を行う。

3,086 0 0 0 3,086

そ の 他 一般財源

寒水川山田水辺公園事業

目 的 　寒水川山田水辺公園の管理に関する業務を『寒水川水辺空間創出事業に係る施設の管理に関する協定書』に基づ
き行う。山田地区と『寒水川山田水辺公園清掃管理委託契約』を交わすことにより、施設内の除草、トイレ清掃、プール
清掃及び植栽とその維持管理等公園周辺の環境整備を行う。また、寒水川山田水辺公園利用者の安全性及び利便
性を向上させるため利用者が特に多い「山田ひまわり園」開園期間中に仮設トイレを設置していたが、令和６年度から
山田地区及び利用者からの強い要望により「プール利用期間」についても仮設トイレの設置を予定している。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

3,086 0 0 0 0 3,086
地 方 債 そ の 他 一般財源

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

産 業 支 援 担当

事 項 名 寒水川山田水辺公園事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 寒水川山田水辺公園事業 国 県

主 要 事 項

事 業 部
産 業 支 援 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
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基本目標５　

　　『 心豊かで多様性のあるまち』

令 和 6 年 度

み や き 町 主 要 事 項 一 覧
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

教 育 委 員 会 部
社 会 教 育 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
社 会 教 育 担当

事 項 名 社会教育事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 農村環境改善センター施設改修工事 国 県

地 方 債

地 方 債 そ の 他(※） 一般財源
23,430 0 23,400 30 0

0

目 的 ・自主避難所に指定されている当該施設の玄関ホールに多目的トイレを増設し、既存のトイレを洋式化、段差を解消す
ることによりバリアフリー化する。これにより、避難時及び平常時に、障がいを持つ方や高齢者など広く利用者を受け入
れることが可能となる。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　30

そ の 他 一般財源

農村環境改善センター施設改
修工事

・玄関ホール多目的トイレ増設工事
・トイレバリアフリー化改修工事
・多目的ホールトイレ改修工事 23,430 0 23,400 30
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基本目標６

令 和 6 年 度

み や き 町 主 要 事 項 一 覧

　　『 活力にあふれた多様な交流がうまれるまち』
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

県３/４

国土調査（地籍調査）は一筆一筆の土地について、その所在・地番・地目・所有者の調査、境界・面積の測定を行
い、結果を地図、簿冊にする事業。この事業を行うことにより、固定資産税の課税の適正化、境界のトラブルの未然
防止、各種公共事業における測量業務の効率化等が図られる。

そ の 他 一般財源

国土調査
国土調査事業
大字簑原・原古賀の一部
0．45㎢　　119筆

24,214 17,317 0 75 6,822

目 的

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

地 方 債 そ の 他（※） 一般財源

(※）その他内訳
　閲覧手数料　75

24,214 17,317 0 75 6,822

消防防災・国土調査 担当

事 項 名 国土調査事業 当　初
予算額

財 源 内 訳

（ 単 位 ： 千 円 ）

細 事 項 名 国土調査事業 国 県

主 要 事 項

総 務 部
防 災 安 全 課
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

細 事 項 名

0

一般財源

ふるさと寄附金事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
地区安全安心いきいき特別交付金 国 県 地 方 債 そ の 他（※） 一般財源

114,886 0 0 0 114,886 0

事 項 名

（ 単 位 ： 千 円 ）

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

主 要 事 項

総 務 部
情 報 未 来 課

担当ふ る さ と 振 興

地区安全安心いきいき特別
交付金

大木除去・防犯灯・カーブミラー
等の環境整備に加え、地区で実
施されるコミュニティの醸成に寄
与する事業へ、均等割と各地区
人口割による交付金を交付す
る。

114,886

（※）その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　114,886

0 0 114,886

そ の 他

目 的 大木除去・防犯灯・カーブミラー等の環境整備に加え、地区で実施されるコミュニティの醸成に寄与する事業へ、均等割
と各地区人口割による交付金を交付する。
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

民 生 部

（※）その他内訳
　ごみ処理手数料：　32,345、　申請許可手数料： 272、　ごみ袋広告掲載料： 200

住 民 環 境 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
環 境 衛 生 担当

事 項 名 ごみ処理事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 一般廃棄物収集運搬委託 国 県 地 方 債 そ の 他（※）

補 助 率
国 ・ 県

一般財源
147,463 0 0 0 32,817 114,646

147,463 0

目 的 　町民・行政が一体となり、ごみの散乱防止対策による環境美化の推進を図り、排出の抑制、リサイクルの推
進、廃棄物の減量化を目指すと共に、迅速適正に処分を行うために一般廃棄物の収集運搬業務を委託し、生
活環境の保全を図る。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
地 方 債 そ の 他 一般財源

0 32,817 114,646

一般廃棄物収集運搬委託

（臨時粗大ごみ収集運搬委託
を含む）

家庭から排出された一般廃棄
物（可燃ごみ、不燃ごみ、資
源物、粗大ごみ）を校区別に
収集し、環境施設組合へ運搬
する業務を委託。
また、一時的に多量に排出さ
れる粗大ごみについて、臨時
的に収集し、環境施設組合へ
運搬する業務を委託。
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

地 方 債 そ の 他 一般財源

鳥栖・三養基西部環境施設組
合負担金

一般廃棄物の処理、資源化
物の選別回収等の共同処理
施設の解体及び廃止に係る
運営費

39,881 0 23,400 0

目 的 　令和５年度まで１市２町における一般廃棄物処理等の管理運営を共同処理を実施。今後、ごみ処理施設の
解体及び廃止までの共同処理を行う。（令和６年４月１日に、ごみ処理施設の解体及び組合廃止を共同処理す
ることで規約改正。）

事 業 内 容

16,481

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県

地 方 債 そ の 他 一般財源
39,881 0 0 23,400 0 16,481

環 境 衛 生 担当

事 項 名 ごみ処理事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 鳥栖・三養基西部環境施設組合負担金 国 県

民 生 部

主 要 事 項

住 民 環 境 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

民 生 部
住 民 環 境 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
環 境 衛 生 担当

事 項 名 ごみ処理事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 佐賀県東部環境施設組合負担金 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

169,283 0 0 0 0 169,283

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県

0 0 0 169,283

目 的 　令和６年度より２市３町における一般廃棄物処理等の管理運営を共同処理を実施。
　次期リサイクル施設は令和１１年度からの供用開始となっており、現リサイクル施設を令和１０年度まで使用
する。

事 業 内 容

地 方 債 そ の 他 一般財源

佐賀県東部環境施設組合負
担金

一般廃棄物の処理、資源化
物の選別回収等の共同処理
の管理運営費及び次期リサ
イクル施設建設に係る事務事
業を実施。

169,283
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

(※)その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　9,667

（ 単 位 ： 千 円 ）

主 要 事 項

事 業 部
建 設 課
工 務 担当

事 項 名 道路新設改良事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 道路メンテナンス事業費補助事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※) 一般財源

74,432 40,465 0 24,300 9,667 0

目 的 　　橋梁長寿命化修繕計画に基づき、定期的な点検を行い健全度を把握し、補修等を行う。
　また、石井橋架替に係る詳細設計を行う。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

道路メンテナンス事業費補助

橋梁定期点検（46橋）

橋梁補修設計（1橋）
橋梁補修工事（1橋）

74,432 40,465 24,300 9,667 0 国 56.65%
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

(※)その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　181,968

建 設

主 要 事 項

事 業 部
課 （ 単 位 ： 千 円 ）

工 務 担当

事 項 名 道路新設改良事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 町単独事業 国 県 地 方 債 そ の 他(※) 一般財源

223,410 0 0 35,100 181,968 6,342

目 的 　地区要望及び整備が必要な箇所で、国庫補助事業の活用ができない地区住民の生活に密着した路線につ
いて、安全性、緊急性を考慮し道路整備、舗装補修、水路整備等の整備を行う。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

町単独事業 道路・水路整備 223,410 0 35,100 6,342181,968
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

主 要 事 項

(※)その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　3,200

事 業 部
建 設 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
工 務 担当

事 項 名 道路新設改良事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 公共施設等適正管理推進事業債 国 県 地 方 債 そ の 他(※) 一般財源

31,400 0 0 28,200 3,200 0

目 的

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳

　路面性状調査を基に舗装の個別計画書を策定し、定期的な点検を行い健全度を把握し、補修等を行う。
 また、舗装個別計画を策定することにより計画的な舗装補修を行い財政負担の平準化を図る。

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源

0
公共施設等適正管理推進
事業債

舗装補修工事 31,400 0 28,200 3,200
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

補 助 率
国 ・ 県 地 方 債

(※)その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　22,677

一般財源

0

区 分 事　業　内　容
全　体
事業費

財　　　源　　　内　　　訳

（ 単 位 ： 千 円 ）

22,677

国 県 地 方 債 その他(※) 一 般 財 源

そ の 他

0

中学生、高校生及び大学生等の「通学の安全確保」及び「進路の選択肢の拡大」等を目的として、通学支援バ
スの試験運行を行うものである。

通学支援バス運行

アスタラビスタ三根店から中
原庁舎までの間を、朝3便、夕
方5便、運行。
令和6年度から吉野ヶ里公園
駅線を廃止し業務委託。

22,677 0 0

財　　　源　　　内　　　訳
細 事 項 名 通学支援バス運行

22,677 0 0 0 22,677

事 項 名 地域公共交通対策 当　初
予算額

目 的

事 業 内 容

ま ち づ く り
交 通 支 援 担当

課

主 要 事 項

事 業 部
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

0

ま ち づ く り 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
交 通 支 援 担当

主 要 事 項

事 業 部

財　　　源　　　内　　　訳

目 的 町民の移動手段の確保のため、町内5路線のコミュニティバスの本格運行を実施し、その実施事業者に対し補
助金を交付する。

事 業 内 容

事 項 名 地域公共交通対策 当　初
予算額

財　　　源　　　内　　　訳
細 事 項 名 コミュニティバス運行補助 国 県 地 方 債 その他(※) 一 般 財 源

(※)　その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　15,238

18,845 3,607 0 0 15,238

15,238 0

補 助 率区 分 事　業　内　容

コミュニティバス運行補助

・町民の移動手段の確保のた
め、町内5路線のコミュニティ
バスの本格運行を実施。
・実施する事業者に補助金を
交付する。

18,845 3,607 0

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他 一般財源
全　体
事業費
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

一般財源

目 的 交通弱者に対し、タクシー料金の一部を助成することで、タクシーを利用した外出機会の創出及び利用者の負
担額の軽減を図り、日常生活の利便性の向上に資するため試行運転を行う。

事 業 内 容

19,536 0

区 分 事　業　内　容
全　体
事業費

財　　　源　　　内　　　訳
補 助 率

高齢者等外出支援
タクシー助成事業

・消耗品費
利用券

・通信運搬費
チケット郵送費

・タクシー助成補助金
500円×72枚（1人当たり）

・申請者見込　1,300人

19,536 0 0

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他

その他(※) 一 般 財 源
19,536 0 0 0 19,536 0

細 事 項 名 高齢者等外出支援タクシー助成事業 国 県 地 方 債

(※)その他内訳
　ふるさと寄附金基金特別会計繰入金　19,536

主 要 事 項

事 業 部
ま ち づ く り 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
交 通 支 援 担当

事 項 名 地域公共交通対策 当　初
予算額

財　　　源　　　内　　　訳
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

３．

（※）その他内訳
　特定環境保全公共下水道受益者分担金　5,592
　公共下水道受益者負担金　4,204

そ の 他

　全体計画処理人口は、中原処理区６,０００人、北茂安処理区９,３００人、合計１５,３００人である。
　４次認可計画処理人口に対する、令和５年度末の供用開始予定区域内人口は中原処理区４，１２２人、
北茂安処理区７，１４１人、合計１１，３８７人、進捗率は中原処理区７０．８％、北茂安処理区７６．８％、合
計７４．４％となる見込みである。

合 計 728,300 334,150 376,300 9,796 8,054
小　　計 193,028 80,514 106,800 5,592 122

5/10
〈起債単独事業〉　設計委託、工事 32,000 0 30,400 1,478 122

0 2,600

特定環境保全
公共下水道事業
（中原処理区）

〈補助事業〉　設計委託、工事、補償 161,028 80,514 76,400 4,114 0

2,600 5.5/10
0

処理場関係
（補助事業）

浄化センター処理棟建設（7-8系列） 200,000 110,000 87,400 0

小　　計 200,000 110,000 87,400

小　　計 335,272 143,636 182,100 4,204 5,332

5/10
〈起債単独事業〉　設計委託、工事 48,000 0 45,600 0 2,400

地方債 その他 一般財源

公共下水道事業
（北茂安処理区）

〈補助事業〉　設計委託、工事、補償 287,272 143,636 136,500 4,204 2,932

目 的 　下水道を整備することにより、汚水の排除や河川や閉鎖性水域等の公共用水域の水質保全を図り、住環
境の向上を目指す。

事 業 内 容

区　　分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国・県

県 地 方 債 そ の 他（※） 一般財源
728,300 334,150 0 376,300 9,796 8,054

（ 単 位 ： 千 円 ）
業 務 担当

事 項 名 公共下水道事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 公共下水道事業（新設改良） 国

主 要 事 項 下水道事業会計

事 業 部
下 水 道 課
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

5/10

土地改良連合会特別賦課金 86 0 0 0 86

一般財源

農業集落排水事業機能強化事業(簑原地区） 25,330 12,565 12,500 0 265

目 的 　農業集落排水施設の機能強化事業により、施設の長寿命化や最新機器への更新により処理機能の強化や向上
を図る。

事 業 内 容

事　　業　　内　　容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国・県 地方債 その他

県 地 方 債 そ の 他 一般財源
25,416 12,565 0 12,500 0 351

（ 単 位 ： 千 円 ）
管 理 担当

事 項 名 農業集落排水事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 　農業集落排水事業（新設改良） 国

主 要 事 項 下水道事業会計

事 業 部
下 水 道 課
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

3,000

214,233 28,258 46,000 73,488 66,487

定住促進対策浄化槽事業

個別処理型浄化槽設置者に
対し、自己負担額の格差是
正を図るため、定住促進対
策として一律２０万円を補助
する。

3,000

1/3(国庫）

単独事業(維持管理等) 126,720 0 0 63,048 63,672

そ の 他 一般財源

市町村設置型浄化槽設置
事業

補助事業(浄化槽設置等) 87,513 28,258 46,000 10,440 2,815

計

目 的 　住宅用浄化槽を設置することにより、台所やトイレ等の生活排水を浄化し生活環境の改善、公共用水域
の水質保全に資することを目的とする。
　浄化槽整備区域を対象とした市町村設置型浄化槽事業は、ＰＦＩ事業として実施し、（株）みやき浄化槽
サービスが浄化槽設置を行い、町が購入する。定住促進対策浄化槽事業は、設置者に対し一律２０万円を
交付する。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

県 地 方 債 そ の 他（※） 一般財源

（※）その他内訳
　市町村設置型浄化槽使用料　63,048
　市町村設置型浄化槽受益者分担金　10,440

217,233 28,258 46,000 73,488 69,487

（ 単 位 ： 千 円 ）
管 理 担当

事 項 名 浄化槽事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 浄化槽事業 国

主 要 事 項 下水道事業会計

事 業 部
下 水 道 課
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基本目標７　

　　『計画推進のために』

令 和 6 年 度

み や き 町 主 要 事 項 一 覧
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部 名
課 名
担 当

１．

２． 【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分）　　 358,600千円

【歳出】 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 5,589,010千円

※社会保障財源化分の地方消費税交付金は各事業に要する一般財源の比率に応じて按分し、充当しております。

合　　計 5,589,010 2,608,745 0 644,848 358,600 1,976,817

小計 458,961 29,333 0 205,120 34,473

保健衛生

保健衛生総務費 112,779 170 0 1,175 17,110 94,324

予防費

25,934

保健衛生施設費 100,368 6,693 36,896

母子衛生費 61,852 23,339 0 7,874 4,705

190,035

0

後期高齢者医療費 571,630 83,594 0 4,322 74,274

139,836 5,287 0 95,703 5,965 32,881

766,298小計 1,138,867 193,867 0 39,694 139,008

144,494 537 0

283,135

1,020,484

社会保険

国民健康保険費 232,741 110,273 0 35,372 13,373 73,723

介護保険費

小計 3,991,182 2,385,545 0 400,034 185,119

409,440

国民年金事業費 0 0 0 0 0

障害者福祉費 1,391,961 1,011,641 0 9,994 56,863

334,496 0 0 0 51,361
社会保障４経費その
他の社会保障施策

に要する経費

社会福祉

社会福祉費 63,956 4,316 0 1,817 8,879 48,944

老人福祉費 246,842 1,449 0 140,994 16,030 88,369

313,463

子ども・子育て事業費 2,288,423 1,368,139 0 247,229 103,347 569,708

区 分 事 業 名
全 体
事 業 費

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他
社会保障財源化
分の地方消費税

一般財源

5,589,010 1,655,027 953,718 0 644,848 2,335,417

目 的

事 業 内 容

　地方消費税率の引上げによる引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）については社会保障４経費（制度として確立された「年金」、
「医療」及び「介護」の社会保障給付並びに「少子化」に対処するための施策に要する経費）及びその他の社会保障施策（社会福祉、社会保険及び
保健衛生に関する施策）に要する経費に充てるものとされています（根拠法令：消費税法第１条第２項、地方税法第72条の116第２項）。
以上の趣旨を踏まえ、令和６年度一般会計当初予算における社会保障施策に要する経費への充当状況を報告します。

主 要 事 項

総 務 部
財 政 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
財 政 担当

事 項 名 地方消費税交付金 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

次期無線LAN利用 842 0 0 0
光ケーブル移設 1,800 0 0 0 1,800

842

計 222,620 93,241 0 0 129,379

情報系ネットワーク機器賃借 4,269 0 0 0 4,269
Webサービス利用料 407 0 0 0 407
情報系端末賃借料 1,049 0 0 0 1,049
情報系システムクラウド利用 25,311 0 0 0 25,311
情報系システムハウジング利用 3,485 0 0 0 3,485
基幹系システムクラウドサービス利用 70,828 0 0 0 70,828
議事録作成支援ツール利用 1,188 0 0 0 1,188

デジタル基盤改革整備支援事業システム整備 89,365 89,365 0 0 0 ※10/10
2,092 0 0 0 2,092

そ の 他 一般財源

地域情報化事業

庁内LANシステム保守料 2,559 0 0 0 2,559
庁内無線LAN保守

目 的 　基幹系及び情報系システム等が安全・安心に運用できるように適切な維持運営を行うことにより、住民サー
ビスの向上に努めていく。

事 業 内 容

区 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県

一般財源

地 方 債

222,620 93,241 0 0 0

地域情報化事業 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名

129,379
地域情報化事業 国 県 地 方 債 そ の 他

主 要 事 項

総 務 部
情 報 未 来 課 （ 単 位 ： 千 円 ）
情 報 担当

事 項 名

その他 19,425 3,876 0 0 15,549
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部 名
課 名
担 当

１．

２．

9,757

生成AIサービス利用料

計 10,960 1,203 0 0

2,080 0 0 0 2,080

1/2

1/2読み上げツール利用料 528 264 0 0 264
広報デジタルツール機能拡張利用料 1,879 939 0 0 940

1,313 0 0 0 1,313
BIツール利用 2,330 0 0 0 2,330

そ の 他 一般財源

ＤＸ推進事業費

統合型GIS利用 2,779 0 0 0 2,779

Ｗｅｂサービス利用

目 的 　基幹系及び情報系システム等が安全・安心に運用できるように適切な維持運営を行うことにより、住民サー
ビスの向上に努めていく。

事 業 内 容

区　　 分 事 業 内 容
全　体
事業費

財 源 内 訳
補 助 率

国 ・ 県 地 方 債

地 方 債 そ の 他 一般財源
10,960 1,203 0 0 0 9,757

情 報 担当

事 項 名 ＤＸ推進事業費 当　初
予算額

財 源 内 訳
細 事 項 名 ＤＸ推進事業費 国 県

主 要 事 項

総 務 部
情 報 未 来 課 （ 単 位 ： 千 円 ）

その他 51 0 0 0 51
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